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実施主体：（一社）健康・省エネ住宅を推進する国民会議

実施主体：全国各地域の協議会等 団体（ 〜 年度）
実施主体：（一社）日本サステナブル建築協会 調査

連携

研究
成果

事業の内容・実施体制

○ 断熱改修等による生活空間の温熱環境の改善が、居住者の健康状況に与える効果について検証するとともに、成果
の普及啓発を通じて「健康・省エネ住宅」の整備を推進し、国民の健康確保及び地域生活の発展を図る。

目 的

全国各地の医学・建築環境工学の学識者で構成す
る委員会を設置（委員長：村上周三 東京大学名誉
教授・（一財）建築環境・省エネルギー機構理事
長）し、断熱改修等前後の健康状況の比較測定に
より、断熱改修等による生活空間の温熱環境の改
善が居住者の健康状況にもたらす効果について調
査検証を実施

改修工事前後の居住者の健康状況の変化等に関する調査への協力
を前提として、断熱改修工事等への支援を実施
（補助率１／２、補助限度額 万円／戸）

断熱改修等による生活空間の温熱環境の改善が居住者の健康状況
に対する効果について普及啓発を実施
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家庭血圧計（現有設備）

収縮期／拡張期血圧

心拍数
活動量計（現有設備）

歩数

エクササイズ量

消費カロリー

体温（現有設備）

鼓膜温

温湿度計（現有設備）

温湿度

身体活動量
（歩数、消費カロリー等）

床上 の温湿度
床近傍温度（ 年度より）

（居間、寝室、脱衣所）

家庭血圧
起床時、就寝時

アンケート調査
特定健診受診

○ 断熱改修を予定する住宅を対象として、改修前後における、居住者の
血圧や活動量等健康への影響を検証（事業実施期間：平成 ～ 年度）

○ 今後は、本事業の調査基盤を活用し、長期的な追跡調査等の実施を
検討し、断熱と健康に関する更なる知見の蓄積を目指す。

①健康調査
（改修前）

②断熱改修 ③健康調査
（改修後）

軒・ 人
年 月末実績）

軒・ 人
年 月末実績）

＜改修前後調査＞

調査の概要

調査検証
断熱改修工事

普及啓発

④追跡調査

＜長期コホート調査＞

（今後実施を検討）
基準
基準未満

改修前の
省エネ区分

基準
基準

改修後の
省エネ区分

断熱改修等による居住者の健康への影響調査 概要（再掲）
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※2 本調査では、起床後に居間で血圧を測定した。モデルは平均的な男性の変数を投入し、作成した。
野菜（よく食べる）、運動（なし）、喫煙（なし）、飲酒（毎日）、降圧剤（なし）、 塩分チェッ
ク得点 睡眠の質 睡眠時間 前夜の飲酒有無（男性調査対象者の平均値を投入）、外気温 居間寝室温
度差（全調査対象者の平均値を投入）

※1 日本高血圧学会：
高血圧治療ガイドライン

血圧の指標
室温 ℃上昇あたりの血圧への影響※3

床上 室温 床近傍室温

起
床
時

最高血圧 － ℃ － ℃

最低血圧 － mmHg/℃ － mmHg/℃

就
寝
前

最高血圧 －0.50 mmHg/℃ －0.54 mmHg/℃

最低血圧 －0.34 mmHg/℃ － mmHg/℃

※3 年齢、性別、 、塩分得点、野菜摂取頻度、運動、飲酒頻
度、喫煙、降圧剤、外気温、及び昨夜の睡眠の質、睡眠時間、
飲酒有無を調整

表 血圧に対する床上 と床近傍の室温の影響起床時の
家庭最高血圧

起床時の居間室温 ℃

起
床

時
の

寝
室

室
温

℃

ｍｍ

図 起床時の居間・寝室室温と血圧の関係（男性・調査平均年齢 歳モデル）※2

得られつつある知見 居住者の血圧は、部屋間の温度差が大きく、床近傍の室温が低い住宅で有意に高い。

家庭血圧の
高血圧基準※1

ｍｍ

℃

居間
↓

寝室
↓

℃

① 部屋間温度差の影響 ② 床近傍室温の影響
高血圧予防の観点から、局所暖房（居間のみを暖める暖房）は好ま
しくなく、住宅全体を適切に暖房する必要性が示唆された。
例えば、居間と寝室の室温を両方とも ℃に保つ場合に比べて、
居間が ℃、寝室が ℃の場合では（部屋間温度差が大きくなる
と）、起床時の最高血圧がさらに 高い。

起床時と就寝前の最高／最低血圧に対す
る室温の影響を検証した。床上 の室
温が ℃低下した場合よりも、床近傍の
室温が ℃低下した場合の方が、血圧へ
の影響が大きかった。

断熱改修等による居住者の健康への影響調査

○居間の
室温※1

○部屋間
温度差※2

○床近傍
室温※3

■家庭血圧

■健康診断数値

■夜間頻尿

■入浴習慣

■身体活動量

■疾病

・室温が低いほど血圧が高い（充実）
・高齢者ほど影響が大きい（充実）
・断熱改修で血圧が有意※4に改善（充実）

・室温が低いほど、
心電図異常所見等が有意に多い

・就寝前室温が低いほど、リスクが高い
・断熱改修で夜間頻尿回数が有意に減少

・居間または脱衣所の室温が低い住宅では、熱め入浴の確率が有意に高い

・断熱改修に伴う室温上昇によって、住宅内の身体活動量が有意に増加（知見７）

青字：２回目の中間報告で新たな知見／知見の充実を報告
緑字：３回目（今回）の中間報告で新たな知見／知見の充実を報告

・床近傍室温の低い住宅では、様々な疾病・症状を有する人が有意に多い（知見６）

・室温が安定すると血圧の季節差も縮小（知見１）

・部屋間の温度差、床近傍室温が血圧に
有意に影響（知見２）

・データを充実（知見３）

・データを充実（知見４）

・データを充実（知見５）

（疾病（過活動膀胱症状）との関係がより明確化）

健康への影響の内容

断熱改修
により改善

※1 居間の床上１ｍの室温
※2 居間と寝室、居間と脱衣所な

どの非居室との部屋間温度差
※3 床上１ と床近傍（床上に設

置した温度計で測定した室
温）との上下温度差

※4 「有意」とは「確率的に偶然
とは考えにくく、意味がある
と考えられる」ことを指す統
計用語

影響因子

第３回より
分析軸に追加

断熱改修等による居住者の健康への影響調査（再掲）
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（基準） （基準） （基準）
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温暖 寒冷 温暖 寒冷 温暖 寒冷

得られつつある知見 室温が低い家では、コレステロール値が基準範囲を超える人、心電図の異常所見がある
人が有意に多い。

年齢、性別、世帯所得、生活習慣を調整した上でも、朝の居間室温が ℃未満の住宅（寒冷住宅群）に住む人
の総コレステロール値、 コレステロール値※1が有意に高く、また、心電図の異常所見※2が有意に多い。

健診項目 基準範囲 基準範囲外の時に疑われる疾病

血
中
脂
質

総コレステロール （高い場合）動脈硬化、脂質代謝異常、家族性高脂血症

中性脂肪 （高い場合）動脈硬化

コレステロール （低い場合）脂質代謝異常、動脈硬化

コレステロール （高い場合）動脈硬化、心筋梗塞、脳梗塞

表 健診データにおける血中脂質の基準範囲 図 健診結果が基準範囲を超えるオッズ比※4, 5（温暖住宅群を基準とした場合）

※1 高血圧の状態が血管壁を傷付け、その傷にコレステロールが沈着して動脈硬化が促進されることが知られている。得られつつある知見の中で、寒冷な温度環境が高血圧
を引き起こすと示されたため、それに伴い寒冷住宅群でコレステロール値が高くなったと想定される。

※2 健康診断の結果に基づく異常所見
※3 英国保健省の最低室温推奨値の18℃を参考として、それを境に 日で最も室温が低下する朝 時の室温に基づき 群に分類
※4 オッズ比は、ある事象の起こりやすさを つの群で比較して示す統計学的な尺度。また、調整オッズ比は、他の説明変数の影響を取り除いたオッズ比。
※5 年齢 性別， ，降圧剤，世帯所得，塩分得点，野菜摂取，運動，喫煙，飲酒，ピッツバーグ睡眠調査票得点（睡眠に関する得点）で調整

調
整
オ
ッ
ズ
比
※
４

(-
)

総コレステロール
以上

コレステロール
以上

心電図の異常所見

居間の床上
室温

℃未満※３

温暖群 寒冷群

住宅の分類

℃以上※３

断熱改修等による居住者の健康への影響調査

得られつつある知見 断熱改修後に、居住者の起床時の最高血圧が有意に低下。

断熱改修前後の２回測定を行った居住者 改修あり群 と断熱改修せずに 回測定を行った居住者 改修なし群 の
血圧変化量を分析した結果、断熱改修後に起床時の最高血圧が 、最低血圧が 低下。断熱
改修による室温上昇がその一因である。

表 断熱改修による血圧変化量（多変量解析結果）※2, 3

目的変数 断熱改修による
血圧低下効果

起床
時

最高血圧 －

最低血圧 －

就寝
前

最高血圧 －

最低血圧 －

※1 日本高血圧学会：高血圧治療ガイドライン
※2 断熱改修前後の２時点の測定結果が得られた 軒・ 人（改修あり群）、断熱改修未実

施の２時点の測定結果が得られた 軒・ 人（改修なし群）の調査データを用いた分析
※3 ベースラインの血圧値、年齢、性別、 、降圧剤、世帯所得、塩分得点、野菜摂取、運

動、喫煙、飲酒、ピッツバーグ得点（睡眠に関する得点）、外気温、居間室温、および外
気温変化量で調整

※4  有意水準
値とは、帰無仮説（例：断熱改修前後で血圧が変わらない）が正しいと仮定した時に、観

測した事象よりも極端なことが起こる確率。 値が小さいほど帰無仮説に対する根拠はより
大きくなる。本調査において有意水準を ％未満としており、 値が ％よりも小さければ、
帰無仮説を棄却し、 ％未満で有意であるとする。

図 断熱改修による起床時の血圧の低下量（試算）

厚生労働省は「健康日本 （第二次）」にて、 ～ 歳代の国民の最高血

圧を平均 低下させることで、脳卒中死亡数が年間約１万人、冠動脈疾患
死亡数が年間約５千人減少すると推計している。※1
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改修前
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改修前
(平均値)

改修後
(試算値)

起
床

時
の

最
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圧
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起
床

時
の

最
低

血
圧
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断熱改修前 断熱改修後

※4

※4

断熱改修等による居住者の健康への影響調査
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得られつつある知見 床近傍の室温が低い住宅では、様々な疾病・症状を有する人が有意に多い。

床上 と床近傍室温との組み合わせで温暖群、中間群、寒冷群を均等に３群に分けた。中間群では、高血圧、糖尿病
で通院している人の割合、過去１年間に聴こえにくさを経験した人の割合が有意に多く、寒冷群では、高血圧、脂質異
常症で通院している人の割合、過去１年間に聴こえにくい、骨折・ねんざ・脱臼を経験した人の割合が有意に多い。

調整オッズ比
高血圧 脂質異常症 糖尿病

聴こえ
にくい

骨折・ねんざ・
脱臼説明変数

温熱環境
中間群 温暖群 †

寒冷群 温暖群
性 別 男性 女性

年 齢 歳以上 歳未満

体格指数（ ） 以上 未満
世帯所得 万円未満 万円以上

運動習慣 なし あり
喫煙習慣 あり なし、禁煙した

味の濃さ 濃いめ 薄い、同じ

飲酒習慣 毎日飲む 時々、殆ど飲まない

有意確率の区分 **p<0.01 *p<0.05  †p<0.10 

床上 室温
床近傍室温

℃以上
℃以上

…

温暖 中間 寒冷 温暖 中間 寒冷 温暖 中間 寒冷 温暖 中間 寒冷 温暖 中間 寒冷

調
整
オ
ッ
ズ
比

(-
)

温暖群 中間群 寒冷群

表 各種の疾病、自覚症状の有無に関する分析結果

℃以上
℃未満

℃未満
℃未満

断熱改修等による居住者の健康への影響調査

得られつつある知見 就寝前の室温が低い住宅ほど、過活動膀胱症状を有する人が有意に多い。
断熱改修後に就寝前居間室温が上昇した住宅では、過活動膀胱症状が有意に緩和。

断熱改修前の現状分析の結果、就寝前の室温が ℃未
満の低温の住宅では、 ℃以上の温暖な住宅と比較し
て、過活動膀胱症状を有する人の割合が 倍だった。

表 過活動膀胱症状の有無に関する分析結果※2（ ）

説明変数 分類 調整オッズ
比

就寝前室温 ℃未満 ℃以上

年齢 歳以上 歳未満

塩分摂取 かなり多い 少ない

高血圧 あり なし

腎臓の病気 あり なし

降圧剤の服用 あり なし

※1 日本排尿機能学会：過活動膀胱診療ガイドライン【第 版】
※2 分析はロジスティック回帰分析に基づく ※ 投入したものの有意とならなかっ

た変数：期間平均外気温、性別、 、世帯収入、飲酒習慣、喫煙習慣、糖尿
病、うつ病

過活動膀胱とは、「急に尿意をもよおし、漏れそうで我慢できない（尿意
切迫感）」「トイレが近い（頻尿）、夜中に何度もトイレに起きる（夜間頻
尿）」「急に尿をしたくなり、トイレまで我慢できずに漏れてしまうことが
ある（切迫性尿失禁）」などの症状を示す病気※1。国内の 歳以上の男女の
人に 人が過活動膀胱の症状をもっており、患者数は約 万人以上とも推

計されている。過活動膀胱によって、睡眠質の低下や、夜間に寒く、暗い中
でのトイレに行く途中で転倒、循環器系疾患の発生確率が高くなるとされる。

有意確率の区分

（基準）

調
整
オ
ッ
ズ
比

室温
上昇群

室温
維持群

室温
低下群

図 室温変化別の過活動膀胱である確率の違い※3〜

悪化

抑制

断熱改修後に、過活動膀胱症状は、就寝前室温が上昇
した住宅では 倍に抑制され、逆に室温が低下した
住宅では、 倍に上昇。
断熱改修（または非改修）の前後２時点の 軒・ 人の前後の就

寝前室温データに基づき、室温上昇群、室温維持群、室温低下群の 群に
分類した。その上で、 年後の過活動膀胱症状の有無に関する分析を
行った。室温維持群と比べて、室温が上昇した群は、経年後に過活動膀胱
を有する確率が 倍に抑制され、逆に室温が低下した群は、経年後に過
活動膀胱を有する確率が 倍に上昇することを確認した。以上より、断
熱改修を通じて、過活動膀胱症状が予防・緩和される可能性が示唆された。

※3 就寝前室温とは、各々の就寝時刻 時間前の居間の室温平均を意味する。室温維持群
とは、前調査と比較して平均の差が± ℃以内の者とし、 ℃以上上昇を上昇群、
低下を低下群とした。

※4 投入したものの有意とならなかった項目：年齢、性別、 、喫煙、飲酒、塩分摂取、
就寝前室温（前調査時点）、夜間外気温（前調査時点）、夜間外気温変化 前調査時
点からの変化

※5 投入して、有意となった項目：就寝前室温変化、世帯収入、前調査時点の過活動膀胱
有無

断熱改修等による居住者の健康への影響調査
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目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度

得られつつある知見 断熱改修に伴う室温上昇によって暖房習慣が変化した住宅では、住宅内身体活動時間が
有意に増加。

断熱改修（または非改修の）前後２回の調査データを用いて
分析した結果※1、断熱改修によって居間や脱衣所の室温が上
昇し、コタツや脱衣所の暖房が不要となった場合などに、
日平均の住宅内軽強度以上活動時間は、男性では 歳未満
で約 分、 歳以上で約 分、女性では 歳未満で約
分、 歳以上で約 分、有意に増加※2。

厚生労働省は「健康づくりのための身体活動基準 ※3」
で、糖尿病・循環器疾患等の予防の観点から、現在の身体活
動量を少しでも増やすことを世代共通の方向性とし、活動指
針※4として「＋ （プラステン）：今より 分多く体を動
かそう」をメインメッセージとした活動を推進している。断
熱改修によって室温が上昇する場合、住宅内での行動変容
（暖房習慣変化）は、身体活動増進の取組みに大きく寄与す
る可能性がある。

※1  断熱改修有無、コタツ使用変化、脱衣所暖房使用変化、温度変化量（在宅時平均居間室温・最低脱衣所室温、平均外気温）、ベースライン調査時の年齢・ ・職業・年収・
同居人数・身体の痛み・在宅 時間あたり住宅内軽強度以上活動時間で調整。一般線形モデル（正規分布）。 回目調査時の在宅 時間当たり住宅内軽強度以上活動時間を目的
変数とした。［男性］ ［女性］
分析の結果、在宅 時間あたりの住宅内での軽強度以上の活動時間変化量は、［男性］、コタツが不要になった場合に＋ 分、脱衣所の暖房が不要になった場合に＋ 分、
女性では、脱衣所の暖房が不要になった場合に＋ 分、脱衣所で暖房をするようになった場合＋ 分（※図 からは省略）であった。

※2   ベースライン調査の平均在宅時間を用いて活動時間増加量を試算。
男性 歳未満： 時間 日、 歳以上： 時間 日、 女性 歳未満： 時間 日、 歳以上： 時間 日

※3  厚生労働省「健康づくりのための身体活動基準 」、 年 月
※4  厚生労働省「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）」、 年 月
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居間平均室温上昇 ℃

脱衣所最低室温上昇 〜 ℃

図 断熱改修前後の暖房習慣変化による活動時間の増加量（試算）

分

分

＋ 分
分
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○ 建築物省エネ法の規制措置（基準適合義務、届出義務、評価・説明義務）の適用については、次により適
用の有無を判断。
１）規制措置が適用除外される建築物であるかどうか
２）建築物の規模が一定以上であるかどうか

③仮設建築物

②保存のための措置等により省エネ基
準に適合させることが困難な建築物
⇒「文化財指定された建築物」等

①居室を有しないこと又は高い開放性
を有することにより、空気調和設備
を設ける必要がないことが想定され
る用途に供する建築物
⇒「畜舎」や「自動車車庫」 等

②住宅・非住宅の複合建築物については、住宅部分を除く非住宅部分の床面積に
より判断。

①高い開放性を有する部分は、規制措置の適用の
有無を判断する際の床面積に算入しない。

１）適用除外
次の①～③に該当する建築物は、規
制措置を適用しない。

２）建築物の規模
１）に該当しない場合には、建築物の規模が一定以上であるかどうかについて、
次の①・②を踏まえて算定した床面積により判断。

畜舎 自動車車庫

高い開放性を有する部分

例）

高い開放性を
有する部分

非住宅部分

－
＝ ＜
⇒適合義務対象外

住宅と非住宅の共用部分
⇒主として住宅の居住者が使用する
場合、住宅部分

住宅専用部分 ⇒住宅部分

非住宅専用部分 ⇒非住宅部分

規制措置の適用除外建物について

適合義務制度の概要

○ 以上※の非住宅建築物は新築等の際、省エネ基準に適合していないものは建築確認が行われず、着
工できない。 ※2021年 月までは 以上の非住宅建築物が対象

○ 建築主は、工事着手前に、省エネ性能確保計画を登録省エネ判定機関等に提出し、省エネ基準への適合性
判定（省エネ適判）を受け、適合判定通知書の交付を受ける。

〇 建築主から適合判定通知書の提出がないと、指定確認検査機関等の建築確認手続が行われない。
○ 建築基準法に基づく完了検査において、対象建築物の省エネ基準への適合性についても検査が行われる。
（主に、建築士が作成する工事監理報告書や、設備の納入仕様書等の確認を行う。）

省エネ性能
確保計画の提出

【所管行政庁】 又は
【登録省エネ判定機関】

建築確認申請

確認済証受領

着工

竣工
完了検査申請

検査済証受領

確認審査

完了検査

【建築主】

使用

〈省エネ適判対象物件に係る手続フロー〉

適合判定通知書
省エネ適判

省エネ基準適合
の確認

省エネ基準適合
の検査

審
査
段
階

工
事
段
階

：建築物省エネ法により追加さ
れることとなる手続

【建築主事】 又は
【指定確認検査機関】

（必要に応じ）
計画変更手続き
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参照条文（適合義務制度関連①）

（特定建築物の建築主の基準適合義務）
第十一条 建築主は、特定建築行為（特定建築物（居住のために継続的に使用する室その他の政令で定める建築物の部分（以
下「住宅部分」という。）以外の建築物の部分（以下「非住宅部分」という。）の規模がエネルギー消費性能の確保を特に
図る必要があるものとして政令で定める規模以上である建築物【政令で ㎡以上と規定予定】をいう。以下同じ。）の新
築若しくは増築若しくは改築（非住宅部分の増築又は改築の規模が政令で定める規模以上であるものに限る。）又は特定建
築物以外の建築物の増築（非住宅部分の増築の規模が政令で定める規模以上であるものであって、当該建築物が増築後にお
いて特定建築物となる場合に限る。）をいう。以下同じ。）をしようとするときは、当該特定建築物（非住宅部分に限る。
）を建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない。

２ 前項の規定は、建築基準法第六条第一項に規定する建築基準関係規定とみなす。

（建築物エネルギー消費性能適合性判定）
第十二条 建築主は、特定建築行為をしようとするときは、その工事に着手する前に、建築物エネルギー消費性能確保計画（
特定建築行為に係る特定建築物のエネルギー消費性能の確保のための構造及び設備に関する計画をいう。以下同じ。）を提
出して所管行政庁の建築物エネルギー消費性能適合性判定（建築物エネルギー消費性能確保計画（非住宅部分に係る部分に
限る。第五項及び第六項において同じ。）が建築物エネルギー消費性能基準に適合するかどうかの判定をいう。以下同じ。
）を受けなければならない。

２ 建築主は、前項の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画の変更（国土交通省
令で定める軽微な変更を除く。）をして特定建築行為をしようとするときは、その工事に着手する前に、その変更後の建築
物エネルギー消費性能確保計画を所管行政庁に提出しなければならない。この場合において、当該変更が非住宅部分に係る
部分の変更を含むものであるときは、所管行政庁の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けなければならない。

３～５ 略
６ 建築主は、第三項の規定により交付を受けた通知書が適合判定通知書（当該建築物エネルギー消費性能確保計画が建築物
エネルギー消費性能基準に適合するものであると判定された旨が記載された通知書をいう。以下同じ。）である場合におい
ては、当該特定建築行為に係る建築基準法第六条第一項又は第六条の二第一項の規定による確認をする建築主事又は指定確
認検査機関（同法第七十七条の二十一第一項に規定する指定確認検査機関をいう。第八項において同じ。）に、当該適合判
定通知書又はその写しを提出しなければならない。ただし、当該特定建築行為に係る建築物の計画（同法第六条第一項又は
第六条の二第一項の規定による確認の申請に係る建築物の計画をいう。次項及び第八項において同じ。）について同法第六
条第七項又は第六条の二第四項の通知書の交付を受けた場合は、この限りでない。

７～９ 略

青字：今般の改正の要点

中規模建築物の適合義務の適用関係

施行日
（ 年 月予定）

適
合
義
務
対
象

適
合
義
務
対
象
外
（
届
出
制
度
の
対
象
）

※施行日前に届出を行った場合は適合義務対象外

確認申請が施行日以降の場合
⇒適合義務対象
（附則第 条第 項）

届出が施行日前の場合
⇒確認申請が施行日以降でも
適合義務対象外
（附則第 条第 項）

確認申請が施行日前の場合
⇒適合義務対象外、届出は必要
（附則第 条第 項）

確認
申請

確認
申請

確認
申請

確認
申請

確認
申請

着工

着工

着工

着工

着工

届出

届出

届出

届出

適判
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添付図書

省エネ性能
確保計画の提出

適合判定通知書の
受領・提出

建築確認申請 省エネ基準への適合性判定確認審査

着工

＜建築主＞

申請書＋添付図書
計画書＋添付図書
（正本＋副本）

適合判定通知書
計画書＋添付図書

（副本）

①省エネ基準適合義務対象
かどうかを審査

②適合判定通知書が提出さ
れているかどうか

③確認申請書と計画書の整
合を審査（様式の内容の
比較により判断）

平面図・機器表等の設計図
書や省エネ計算書等により
、省エネ基準への適合性を
判定

申請書

適合判定
通知書

計画書
（様式） 添付図書

（計算書等）

確認済証

＜所管行政庁又は
登録省エネ判定機関＞

＜建築主事又は
指定確認検査機関＞

建築確認・適合性判定の手続きの流れと要点

確認済証の受領

適合判定通知書がなけ
れば確認済証の交付が
できず、着工できない

○建築主は、建築確認に際し、所管行政庁又は登録省エネ判定機関による省エネ基準への適合性判定を受け、
適合判定通知書を建築主事又は指定確認検査機関に提出することが必要。

○ 所管行政庁等は、平面図・機器表等の設計図書や省エネ計算書等により、計画が省エネ基準に適合するか
どうかを判定。

○ 建築主事等は、建築確認においては次の３点を確認。
①省エネ基準適合義務対象か ②適合判定通知書が提出されているか ③確認申請書と計画書が整合しているか

〇 建築主事等は、適合判定通知書の提出を受けた場合に限り確認をすることができるため、適合性判定の遅
延は着工の遅延に繋がる可能性がある。

適合判定通知書又はその写し
計画書（副本又はその写し）

省エネ性能確保計画に関
する図書一式ではなく計
画書（様式）のみ提出 添付図書

（設計図書）

計画書
（様式）

※ 手続き・運用の詳細等については、「建築物省エネ法に
係る適合義務（適合性判定）・届出マニュアル」等をご
参照ください。

参照条文（適合義務制度関連②）

（特定建築物に係る基準適合命令等）
第十四条 略

（登録建築物エネルギー消費性能判定機関による建築物エネルギー消費性能適合性判定の実施等）
第十五条 所管行政庁は、第四十四条から第四十七条までの規定の定めるところにより国土交通大臣の登録を受けた者（以下
「登録建築物エネルギー消費性能判定機関」という。）に、第十二条第一項及び第二項並びに第十三条第二項及び第三項の
建築物エネルギー消費性能適合性判定の全部又は一部を行わせることができる。

２～３ 略

（住宅部分に係る指示等）
第十六条 略

（特定建築物に係る報告、検査等）
第十七条 略

（適用除外）
第十八条 略
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省エネ適合性判定を要する場合の図書・書類の流れ（完了検査）

検査済証 【適判時の副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

【適判時の副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）

完了検査申請書
＋施工写真等

検査済証

【副本】
確認申請書
＋添付図書

確認済証

【副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

完了検査申請書
＋施工写真等

【副本】
確認申請書
＋添付図書

確認済証

適合判定通知書

完了検査申請

検査済証交付

保存

適合判定通知書

【完了検査済証交付後に手元にある図書】

保存

【建築主】【建築主事・指定確認検査機関】

【用意する図書】【検査に用いる図書】

省エネ適合性判定を要する場合の図書・書類の流れ（建築確認）

【審査に用いる図書】

【用意する図書】

【審査に用いる図書】

【正本】
確認申請書
＋添付図書

【副本】
確認申請書
＋添付図書

【正本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

【副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

【正本】
確認申請書
＋添付図書

【副本】
確認申請書
＋添付図書

【正本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

【副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）【副本】

計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

適合判定通知書

【適判通知書交付後に手元にある図書】適合判定通知書
（写し）

【副本】
計画書

【副本】
計画書
＋添付図書（設計図書）
＋添付図書（計算書）

適合判定通知書

【確認済証交付後に手元にある図書】

【副本】
確認申請書
＋添付図書

確認済証

適合判定通知書

確認済証

【所管行政庁・
登録省エネ判定機関】

【建築主】【建築主事・
指定確認検査機関】

適判通知書交付

適判申請確認申請

適判通知書
（写し）提出

保存
保存

確認済証交付
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軽微な変更について

○ 軽微な変更は省エネ計画の変更内容により３つに分類される。

（ルートＡ）建築物のエネルギー消費性能を向上させる変更
イ 建築物の高さ又は外周長の減少
ロ 外壁、屋根又は外気に接する床の面積の減少
ハ 空気調和設備等の効率の向上又は損失の低下となる変更
ニ エネルギーの効率的利用を図ることのできる設備の新設等

⇒完了検査時に軽微な変更説明書を提出

（ルートＢ） 一定以上のエネルギー消費性能を有する建築物（基準値に対し ％以上余裕度のある建築物）について、一定の
範囲内でエネルギー消費性能を低下させる変更

イ 空気調和設備
次の イ 又は ロ のいずれかに該当し、これ以外の事項についてエネルギー消費性能が低下しない変更。
イ 外壁の平均熱貫流率の５％を超えない増加であって、窓の平均熱貫流率の５％を超えない増加
ロ 熱源機器の平均効率の ％を超えない低下

ロ 機械換気設備
一次エネルギー消費量の算定対象となる室用途毎に、次の イ 又は ロ のいずれかに該当し、これ以外の事項についてエネルギー
消費性能が低下しない変更。
イ 送風機の電動機出力の ％を超えない増加
ロ 一次エネルギー消費量の算定対象となる床面積の５％を超えない増加（室用途が駐車場又は厨房である場合に限る。）

ハ 照明設備
一次エネルギー消費量の算定対象となる室用途毎に、単位床面積あたりの照明設備の消費電力の ％を超えない増加に該当し、こ
れ以外の事項についてエネルギー消費性能が低下しない変更。

ニ 給湯設備
一次エネルギー消費量の算定対象となる湯の使用用途毎に、給湯設備の平均効率の ％を超えない低下に該当し、これ以外の事項
についてエネルギー消費性能が低下しない変更。

ホ 太陽光発電設備
次の イ 又は ロ のいずれかに該当し、これ以外の事項についてエネルギー消費性能が低下しない変更 。
イ 太陽電池アレイのシステム容量の２％を超えない減少
ロ パネルの方位角の 度を超えない変更であって、傾斜角の 度を超えない変更

⇒完了検査時に軽微な変更説明書を提出

（ルートＣ） 建築物のエネルギー消費性能に係る計算により、建築物エネルギー消費性能基準に適合することが明らかな変更
⇒所管行政庁又は登録省エネ判定機関から軽微変更該当証明書の交付を受け、完了検査時に提出

○ 建築主は、適合性判定を受けた計画の変更（軽微な変更を除く。）を行った場合には、当該工事着手前に
変更後の計画を所管行政庁又は登録省エネ判定機関に提出。

○ 変更内容が省エネに関する事項のみの場合は、変更後の計画に係る確認申請は不要。

変更後の省エネ性能
確保計画の提出（着手前）

適合判定通知書の
受領・提出

省エネ基準への
適合性判定

＜建築主＞

計画書＋添付図書

適合判定通知書
計画書＋添付図書（副本）

＜所管行政庁又は
登録省エネ判定機関＞

＜建築主事又は
指定確認検査機関＞

完了検査

軽微変更該当証明書の
交付申請（着手後でも可）

軽微変更該当証明書の
受領・提出

軽微変更該当証明

申請書＋添付図書

軽微変更該当証明書
申請書＋添付図書（副本）

軽微変更該当証明書
又はその写し

適合判定通知書
又はその写し

軽微な変更以外の変更の場合

軽微な変更の場合
○次のＡ～Ｃの変更を「軽微な変更」とする。
Ａ省エネ性能が向上する変更 Ｂ一定範囲内で省エネ性能が低下する変更 Ｃ根本的な変更を除き、再計算により基準適合が明らかな変更

○Ａ・Ｂの変更の場合、完了検査申請時に軽微な変更説明書を添付
○Ｃの変更の場合、以下の手続

完了検査

計画変更時の手続きの流れ
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適合性判定、工事監理・完了検査における建材・設備の仕様等の確認について

計算プログラム※１

に入力する内容 設計図書に明示する内容 工事監理における確認内容 完了検査における
検査内容

①計算プログラムで選択
する仕様

○計算プログラムで選択
する仕様

○納入仕様書等により、設計図書に明示
された仕様の建材・設備が設置されて
いることを確認

○工事監理報告書の確認 等

②所定の試験方法※2に基
づき測定された数値、
又は所定の製品規格※2

に基づく数値

○次の①又は②
①性能値＋試験方法※２

②製品規格※２

○納入仕様書等により、設計図書に明示され
た性能又は規格の建材・設備が設置されて
いることを確認

○性能証明書類（第三者認証・自己適合
宣言書※4）の確認

○工事監理報告書の確認 等
○必要に応じ、性能証明書
類を確認

③任意評定に基づく数値
（所定の試験方法※2では
測定できない場合）

○性能値
○第三者機関の任意評定
に係る評定内容※３

○納入仕様書等により、設計図書に明示
された性能の建材・設備が設置されて
いることを確認

○性能証明書類（評定書）の確認

○工事監理報告書の確認 等
○必要に応じ、性能証明書
類を確認

記載例：グラスウール断熱材

記載例： （ ･ ）
に基づき測定

※１モデル建物法を利用する場合は、「モデル建物法入力支援ツール」。標準入力法を利用する場合は、「エネルギー消費性能計算プログラム」
※２建材・設備ごとの所定の試験方法又は製品規格については、「建築物エネルギー消費性能基準への適合義務対象建築物に係る工事監理マニュアル」を参照
※３登録省エネ評価機関において行われる任意評定に係る評定書。建設地に固有の条件（風量・河川の水温等）に基づき性能試験等を行う必要があるものは、大臣認定の対象
※４ に基づく所定の試験方法への自己適合宣言書や、 に基づく所定の製品規格への自己適合宣言書等が該当

記載例： （ ･ ）
○○機関の任意評定に基づく
（評定書は別添）

○ 省エネ基準への適合義務対象となる建築物については、
①省エネ適合性判定に必要となる設計図書への、省エネ基準に係る建材・設備の仕様等の明示が必要
②工事監理・完了検査において、設計図書に明示された建材・設備の仕様等のとおり工事が実施されて
いることの確認・検査が必要。

○ 設計図書に明示する内容、工事監理・完了検査における確認・検査内容は、下表のとおり。

竣工／完了検査申請

検査済証

＜所管行政庁等＞＜建築主事等＞
完了検査

＜建築主＞

使用

適合性判定（計画変更）
又は

軽微変更該当証明※１

省エネ工事
監理報告書

施工写真
施工図

納入仕様書
品質証明書

目視 書類確認

適合性判定に
要した図書

直前の確認以降に、省エネ性能確保計画に係る
変更が行われている場合には、変更後の計画が
省エネ基準に適合することを示す書類を提出
・適合判定通知書（計画変更）
・軽微変更説明書、軽微変更該当証明書※１

※１ 軽微変更Ｃの場合に必要

適合性判定に
要した図書

（平面図・機器表
等の設計図書）

添付図書

完了検査
申請書 適合判定通知書

（計画変更）
又は

軽微変更説明書等

完了検査の手続きの流れと要点

適合性判定を受けた計画のとおり工事が実施されたものであ
ることについて、
・現場での目視
・工事監理報告書による工事監理状況
・施工写真や納入仕様書などの書類 等により検査を行う。

完了検査において、省エネ計画に
関する審査事項を満たさなければ
検査済証の交付を受けられず、使
用開始が遅れる。

○ 建築主事等は、従前の完了検査に加え、適合性判定を受けた計画のとおり工事が実施されたものであるこ
とを、目視や工事監理の状況報告、施工時の写真・納入仕様書などの書類により検査する。

○ 省エネ性能確保計画に係る変更が行われている場合には、変更後の計画が省エネ基準に適合することを示
す書類が必要。

〇 検査に際し、適合性判定を受けた計画のとおりに施工されていない、又は確認することができない場合は
完了検査不合格となり、検査済証が交付されず開業遅延に繋がる可能性がある。

23

24



届出に係る計画が省エネ基準に適
合せず、省エネ性能確保のため必
要があると認めるときは、計画の
変更等の指示・命令ができる

届出義務制度の概要

省エネ計画
の届出

着工

＜所管行政庁＞

省エネ計画
の受理

＜建築主＞

〈届出義務制度に係る手続フロー〉

○ 建築主は、床面積の合計が ㎡以上の住宅※の新築等を行う際、着工日の 日前までに、省エネ計画を
所管行政庁に届け出なければならない。 【建築物省エネ法第 条第 項】
※基準適合義務の対象が中規模建築物まで拡大される令和 年 月（予定）までは、中規模建築物についても届出の対象

○ 所管行政庁は、届出に係る計画が省エネ基準に適合せず、省エネ性能確保のため必要があると認めるとき
は、計画の変更等の指示・命令ができる。【建築物省エネ法第 条第２項・第３項】

着工日の
日前まで

建築確認
申請

確認審査

確認済証
受領

＜建築主事等＞

※ 手続き・運用の詳細等については、「建築物省エネ法に係る適合
義務（適合性判定）・届出マニュアル」等をご参照ください。

目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度
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省エネ計算書や省
エネ性能に係る設
計図書等の提出を
不要とする

届出期限の短縮の特例

省エネ計画
の届出

着工

＜所管行政庁＞

省エネ計画
の受理

＜建築主＞
〈一般〉

○ 省エネ性能に関する計画の届出に併せて、省エネ基準への適合に係る民間審査機関による評価書（例：住
宅性能評価書）を提出する場合に、計画の届出期限を着工の 日前から、最短で着工の 日前に短縮する。

着工日の
日前まで

＜民間審査機関＞
〈特例〉

評価書を添付
した省エネ計
画の届出

着工

＜所管行政庁＞

省エネ計画
の受理

＜建築主＞

着工日の
日前まで

評価書の受領

住宅性能評価
の申請

住宅性能評価
の審査

○ 建築物省エネ法の規制措置（基準適合義務、届出義務、評価・説明義務）の適用については、次により適
用の有無を判断。
１）規制措置が適用除外される建築物であるかどうか
２）建築物の規模が一定以上であるかどうか

③仮設建築物

②保存のための措置等により省エネ基
準に適合させることが困難な建築物
⇒「文化財指定された建築物」等

①居室を有しないこと又は高い開放性
を有することにより、空気調和設備
を設ける必要がないことが想定され
る用途に供する建築物
⇒「畜舎」や「自動車車庫」 等

②住宅・非住宅の複合建築物については、住宅部分を除く非住宅部分の床面積に
より判断。

①高い開放性を有する部分は、規制措置の適用の
有無を判断する際の床面積に算入しない。

１）適用除外
次の①～③に該当する建築物は、規
制措置を適用しない。

２）建築物の規模
１）に該当しない場合には、建築物の規模が一定以上であるかどうかについて、
次の①・②を踏まえて算定した床面積により判断。

畜舎 自動車車庫

高い開放性を有する部分

例）

高い開放性を
有する部分

非住宅部分

－
＝ ＜
⇒適合義務対象外

住宅と非住宅の共用部分
⇒主として住宅の居住者が使用する
場合、住宅部分

住宅専用部分 ⇒住宅部分

非住宅専用部分 ⇒非住宅部分

規制措置の適用除外建物について（再掲）
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届出期限の短縮の特例の対象となる書面（住宅性能評価書②）

○ 届出において設計住宅性能評価書を添付する場合は、「断熱等性能等級の等級４」及び「一次エネルギー
消費量等級の等級４または等級５」を取得していることを確認する。

○ 共同住宅に係る届出において設計住宅性能評価書等を添付する場合は、全ての住戸の評価書を添付する方
法のほか、全ての住戸の評価書を添付する代わりに、登録住宅性能評価機関等が発行する全住戸が省エネ
基準に適合する旨の証明書を添付することも可能。

設計性能評価書の確認箇所

■設計住宅性能評価書における確認箇所
・断熱等性能等級及び一次エネルギー消費量等級は、設計住
宅性能評価書の「 温熱環境・エネルギー消費量に関する
こと」において確認できる。

■全住戸が省エネ基準に適合する旨の証明書
・共同住宅に係る届出において全ての住戸の設計住宅性能評
価書等を添付する代わりに、登録住宅性能評価機関等が発
行する証明書の添付も可能。

証明書のイメージ

・評価書交付番号
・建築物の名称
・地名地番
を記載

機関名及び押印

断熱性能等級

一次エネルギー
消費量等級

断熱等性能等級

一次エネルギー
消費量等級

温熱環
境・エネ
ルギー消
費量に関
すること

届出期限の短縮の特例の対象となる書面（住宅性能評価書①）

登録住宅性能評価機関
が交付した場合に
付されるマーク

評価書の様式は定められていないため、
登録住宅性能評価機関により様式は異なる

■住宅性能表示制度（住宅品質確保促進法）
・良質な住宅を安心して取得できる市場を形成するためにつくられた制度
・構造、劣化、省エネ等の最大 分野 事項にわたるを等級などにより
評価、表示

・省エネ性能に関しては「断熱等性能等級」及び「一次エネルギー消費量
等級」の２つの性能のいずれか、もしくは両方を選択して表示すること
が可能

・法律に基づく第三者機関である登録住宅性能評価機関が評価を行い、そ
の結果を住宅性能評価書として交付

・共同住宅の場合、評価書は住戸単位で交付
・共用部分は省エネ性能の評価対象となっていない

評価事項 表示内容 備考
断熱等性能等級 等級４ 省エネ基準（外皮）に適合

一次エネルギー
消費量等級

等級４ 省エネ基準（一次エネ）に適合

等級５ 省エネ基準（一次エネ）から 削減

○ 省エネ適判に準ずるものの結果を記載した書面の例としては、住宅性能表示制度に基づく設計住宅性能評
価書※、建築物省エネルギー消費性能表示制度に基づく 評価書等が考えられる。
※設計住宅性能評価書は、新築時のみ評価が可能。

○ 設計住宅性能評価書を利用して届出期限の短縮の特例を受けるためには、次の両方の項目の等級を取得し
ていることが条件となる。
・断熱等性能等級 等級４
・一次エネルギー消費量等級 等級４又は等級５

○ 共同住宅の届出において特例を受ける場合には、全ての住戸について上記の条件を満たす必要がある。

設計住宅性能評価書のイメージ

各等級の考え方
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届出期限の短縮の特例の対象となる書面（ＢＥＬＳ評価書②）

○ 届出において 評価書を添付する場合は、届出の対象となっている部分の全てが評価対象となっている
かどうかを確認する。

■ 評価書における確認箇所
・ＢＥＬＳの評価対象において、届出の対象となっている部分が除かれていないかを確認する。

の評価対象範囲
・住棟：共同住宅等の住棟全体
・住戸：共同住宅等の住戸
・建物：非住宅及び複合建築物全体 等

評価書の確認箇所
申請用途

住宅 非住宅・複合

届出期限の短縮の特例の対象となる書面（ＢＥＬＳ評価書①）

■建築物省エネルギー性能表示制度（ ）
・建築物のエネルギー消費性能の見える化を通じて、性能の優れた建築物が市場で適
切に評価され、選ばれるような環境整備等を図ることを目的とする。

・平成 年国交告第 号に基づき、一般社団法人住宅性能評価・表示協会が実施す
る建築物の省エネ性能の評価・表示する制度

・住宅・非住宅、建物全体・用途部分等、対象に応じて省エネ性能を評価・表示
・第三者機関である登録住宅性能評価機関又は登録建築物エネルギー消費性能判定機
関が評価を行い、その結果を 評価書として交付

・省エネ基準への適合は 取得の要件となっている

○ 評価書を利用して届出期限の短縮の特例を受けるためには、非住宅部分は全ての部分について、住
宅部分は全ての住戸（共用部は任意）について の評価を取得していることが条件となる。

評価書のイメージ

各等級の考え方

表示星数 住宅用途 事務所、学校、
工場等

ホテル、病院、
百貨店、飲食店、

集会場等

★★★★★ ＜ ≦ ＜ ≦ ＜ ≦

★★★★ ＜ ≦ ＜ ≦ ＜ ≦

★★★ ＜ ≦ ＜ ≦ ＜ ≦

★★ ＜ ≦ ＜ ≦ ＜ ≦

★ ＜ ≦ ＜ ≦ ＜ ≦
様式は統一されている
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省エネ性能
高い低い

省エネ基準割をカバーする
省エネ性能の

水準

指示等の
対象

著しく省エネ性
能の低い水準

省エネ基準

〈対象住宅のイメージ〉

省エネ性能

ⅰ省エネ基準に適合しない全ての住宅を対象に基
準適合に向けた再検討の指導・助言等を実施

ⅱ著しく省エネ性能の低い住宅※を対象に計画変
更の指示を実施

省エネ性能
高い低い

省エネ基準

指示等の
対象

〈対象住宅のイメージ〉

省エネ性能

※ 例えば、地域別に全体の
程度が満たす水準

届出義務制度に係る指示・命令のガイドラインの策定

○ 所管行政庁において省エネ基準に適合しない新築等の計画に対する指示等を促進するため、改正建築物省
エネ法による届出義務制度の審査手続の合理化と併せて、指示等の対象とする住宅や指示等の内容の考え
方についてガイドラインを策定する予定。（ 年 月頃を予定）

所管行政庁における取組事例等を踏まえ、以下の指示等の対象とする住宅や指示等の内容の考え方等を盛り込む予定。

高い低い

指示等
の対象

省エネ基準

指導・助言
等の対象

高い低い

届出の際に添付する図書

基準適合義務に係る計画書の添付図書
（法第 条第 項）

届出書の添付図書
（法第 条第 項）

評価書提出時の
届出書の添付図書
（法第 条第 項）

図書の種類 明示すべき事項 図書の種類と
明示すべき事項

図書の種類と
明示すべき事項

設計内容説明書 建築物の省エネ性能が省エネ基準に適合するものであることの説明
付近見取図 方位、道路及び目標となる地物 ← ←
配置図 縮尺及び方位 ← ←

敷地境界線、敷地内における建築物の位置 等 ← ←
エネルギー消費性能確保設備の位置 ←

仕様書 仕上げ表を含む。 部材の種別及び寸法、エネルギー消費性能確保設備の種別 ←
各階平面図 縮尺及び方位、間取り、各室の名称、用途及び寸法並びに天井の高さ 等 ← ←

エネルギー消費性能確保設備の位置 ←
床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式 ← ←
用途別床面積表 用途別の床面積 ← ←
立面図 縮尺、外壁及び開口部の位置 ← ←

エネルギー消費性能確保設備の位置 ←
断面図又は矩計図 縮尺、建築物の高さ、外壁及び屋根の構造、軒の高さ並びに軒及びひさしの出 等 ← ←
各部詳細図 縮尺、外壁、開口部、床その他断熱性を有する部分の材料の種別及び寸法 ←
各種計算書 建築物の省エネ性能に係る計算等の内容 ←
機器表 各種設備 各種設備の種別、仕様及び数 ←
仕様書 昇降機 昇降機の種別、数、積載量、定格速度及び速度制御方法 ←
系統図 各種設備 各種設備の位置及び連結先 ←
各階平面図 各種設備 縮尺、各種設備の位置 等 ←
制御図 各種設備 各種設備の制御方法 ←

○ 届出時の提出図書は適合性判定の際に提出する図書と概ね同様。
○ 届出時に住宅性能評価書等を添付する際は、その一部が省略される。
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中規模建築物の適合義務の適用関係（再掲）

施行日
（ 年 月予定）

適
合
義
務
対
象

適
合
義
務
対
象
外
（
届
出
制
度
の
対
象
）

※施行日前に届出を行った場合は適合義務対象外

確認申請が施行日以降の場合
⇒適合義務対象
（附則第 条第 項）

届出が施行日前の場合
⇒確認申請が施行日以降でも
適合義務対象外
（附則第 条第 項）

確認申請が施行日前の場合
⇒適合義務対象外、届出は必要
（附則第 条第 項）

確認
申請

確認
申請

確認
申請

確認
申請

確認
申請

着工

着工

着工

着工

着工

届出

届出

届出

届出

適判

届
出
期
限
短
縮
特
例
対
象
外

届
出
期
限
短
縮
特
例
対
象

届出期限短縮特例の適用関係

施行日
（ 年 月予定）

工事着手が施行日から 日を経過した日以降の場合
⇒届出期限短縮特例対象
（附則第 条）

工事着手が施行日から 日より前の場合
⇒届出期限短縮特例対象外
（附則第 条）

施行日から 日

工事着手の
日前まででよい

工事着手の
日前まで

工事
着手届出

工事
着手届出
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Ｑ：届出対象となる共同住宅において、特定建築物に該当しない非住宅部分を有する場合、住戸部分を住宅
品質確保法に基づく設計住宅性能評価書、非住宅部分を 評価書を活用し、工事着手前の届出期間の
緩和を受けることは可能か。

Ａ：可能です。ただしこの場合、設計住宅性能評価書及び 評価書により非住宅部分及び住宅部分のいず
れも省エネ基準に適合していることを確認できることが必要となります。

ＱＡ（届出）

Ｑ：適合判定に準ずる書面を活用し届出を行った建築物について、その後省エネ計画の変更が生じた場合、
当該変更計画書の提出は、再度適合判定に準ずる書面によることが必要となるか。

Ａ：適合判定に準ずる書面の提出、通常の届出に用いる図面及び計算書等の提出のどちらでも構いません。

Ｑ：届出対象となる共同住宅において、適合判定に準ずる書面として 評価書を活用する場合、 評
価書に記載される「■外皮性能基準 住戸部分 適合」の表示によって、対象住戸部分の外皮性能が省
エネ基準に適合していると判断して良いか。

Ａ：省エネ基準に適合していると判断することができます。 評価の取得に当たっては、外皮基準を含め
た省エネ基準に適合することが要件となりますので、 の評価対象部分と届出の対象が一致すること
のみ確認を行えばよいこととなります。

参照条文（届出義務制度関連）

（建築物の建築に関する届出等）
第十九条 建築主は、次に掲げる行為をしようとするときは、その工事に着手する日の二十一日前までに、国土交通省令で定
めるところにより、当該行為に係る建築物のエネルギー消費性能の確保のための構造及び設備に関する計画を所管行政庁に
届け出なければならない。その変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときも、同様とする。
一 特定建築物以外の建築物であってエネルギー消費性能の確保を図る必要があるものとして政令で定める規模以上のも
のの新築

二 建築物の増築又は改築であってエネルギー消費性能の確保を図る必要があるものとして政令で定める規模以上のもの
（特定建築行為に該当するものを除く。）

２ 所管行政庁は、前項の規定による届出があった場合において、その届出に係る計画が建築物エネルギー消費性能基準に適
合せず、当該建築物のエネルギー消費性能の確保のため必要があると認めるときは、その届出を受理した日から二十一日以
内に限り、その届出をした者に対し、その届出に係る計画の変更その他必要な措置をとるべきことを指示することができる
。

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた者が、正当な理由がなくてその指示に係る措置をとらなかったときは、そ
の者に対し、相当の期限を定めて、その指示に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 建築主は、第一項の規定による届出に併せて、建築物エネルギー消費性能基準への適合性に関する審査であって第十二条
第一項の建築物エネルギー消費性能適合性判定に準ずるものとして国土交通省令で定めるもの【省令で登録建築物エネルギ
ー消費性能判定機関又は登録住宅性能評価機関が行う建築物のエネルギー消費性能に関する評価と規定】の結果を記載した
書面を提出することができる。この場合において、第一項及び第二項の規定の適用については、第一項中「二十一日前」と
あるのは「三日以上二十一日未満の範囲内で国土交通省令で定める日数前」と、第二項中「二十一日以内」とあるのは「前
項の国土交通省令で定める日数以内【省令で 日と規定】」とする。

（建築物に係る報告、検査等）
第二十一条 略

（適用除外）
第二十二条 略

青字：今般の改正の要点

37

38



＜ か月以内施行関連＞

改正建築物省エネ法の施行に伴う関係政令の整備等について

①届出義務制度の審査手続きの合理化

位置づけ 内容 施行予定日

基準・計算方法の簡便化・合理化関連

基準省令 ○共同住宅の外皮基準の評価方法の追加 ： 住棟全体（全住戸の平均）での
評価方法
※現状は、各住戸において基準への適否を判定する必要

○住棟全体（全住戸の平均）での評価方法における外皮基準を規定 ：

2019年11月16日

○共同住宅の評価方法の追加 ： 住棟の基本情報を単純化することで、階毎
の情報入力により住棟全体の省エネ性能を評価できる方法
※現状は、住戸毎の情報を全て入力し、個別に計算する必要

○試行版
2020年4月1日※
○正式版
2020年10月1日

○共同住宅の評価方法の追加 ： 共用部分を評価しない評価方法
※現状は、共用部分の一次エネルギー消費量等を算出する必要

2019年11月16日

○8地域の冷房期の平均日射熱取得率を見直し ： ６．７ ※見直し前は、３．２ 2020年4月1日

地域区分

住棟単位外皮平均
熱貫流率 ㎡･

住棟単位冷房期
平均日射熱取得率 ※

＊説明義務対象住宅にも適用可能 ※ 2020年4月1日から「2.8」

＊説明義務対象住宅にも適用可能

＊説明義務対象住宅にも適用可能

※別途、2020年4月より行政手続きに活用可能なExcel版の公開を予定（ＷＥＢプログラム正式版公開までの暫定措置）

＜ か月以内施行関連＞

改正建築物省エネ法の施行に伴う関係政令の整備等について

①届出義務制度の審査手続きの合理化

位置づけ 内容 施行予定日

届出の添付書類関連

施行規則 ○届出書に添付する図書を明確化 ： 付近見取図及び各種計算書等 2019年11月16日

届出の期限短縮関連

施行規則 ○届出に併せて提出した場合に期限短縮の対象となる書面を規定 ：
登録省エネ適判機関及び登録住宅性能評価機関が省エネ性能に関する評
価の結果を記載した書面
⇒ 設計住宅性能評価書、ＢＥＬＳ評価書 等

2019年11月16日

○上記書面を提出する場合の届出の期限を規定 ： ３日以内

○上記書面を提出する場合に必要な添付書類を規定 ： 付近見取図等

届出の指示・命令関連

技術的助言 ○届出義務制度に係る指示・命令ガイドラインの策定 2020年3月頃

※上記のほか、スライド24、32の計算方法整備と併せて、届出義務制度の様式を見直し
39

40



住宅トップランナー制度の対象拡大

○建売戸建住宅を供給する大手住宅事業者※1を対象に、目標年度にトップランナー基準※2（省エネ基準を上回る基準）
に適合する努力義務を課し、省エネ性能の取組を誘導。

○国は、目標の達成状況が不十分である等必要があると認めるときは、省エネ性能向上を図る旨の勧告・命令ができる。

○また、毎年度、対象事業者に対し、１年間に供給された建売戸建住宅に係る戸数や省エネ性能（平均値）について、
報告徴収を実施。

〈制度概要〉

※1 建売戸建住宅を年間 戸以上供給する事業者（約 社）
※2 2019年度まで 省エネ基準▲

年度以降 省エネ基準▲

○注文戸建住宅や賃貸アパートを供給する大手住宅事業者※を住宅トップランナー制度の対象に追加する。
（現行：建売戸建住宅を供給する大手住宅事業者）

※注文戸建住宅：年間 戸以上（予定）供給する事業者、 賃貸アパート：年間 戸以上（予定）供給する事業者

改正の内容

現状

目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度
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報告様式の鏡 全体報告概要（集計） 地域区分毎報告（内訳）

建売戸建住宅の報告様式例

○ エネルギー消費量計算プログラムにて計算した各住戸の情報を、年間供給戸数分として集計結果の様式にまとめて報告。
○ 集計結果の様式については、国立研究開発法人建築研究所のホームページ（ ）
に掲載されている「住宅事業建築主の判断基準における報告様式の作成支援プログラム」にて作成可能。

○ 年度以降の報告については、外皮基準の適合も求めるため、今後様式を改定する予定。
（下記の様式例は 年度分まで）

○ 注文戸建住宅や賃貸アパートの集計方法等に関しての詳細は未定のため、今後検討。

※１削減率（▲・・％）は、その他一次エネルギー消費量を除く
※２当面の一次エネ基準としては、各年度に供給する全ての住宅の平均で省エネ基準に比べて20%削減とする

○ 目標年度・水準の設定に当たっては、特に注文戸建住宅等の多様性に鑑み、目標水準を達成するために省エネ性能の向
上に向けた取組が必要な住宅事業者等の課題を把握した上で、
・住宅事業者が供給する住宅の省エネ性能の実態
・一般的に普及している設備の使用により達成可能な水準であること
等を総合的に勘案して設定を行った。

○ 今後、水準の見直しに当たっては、上記と同様の観点を踏まえて行うものとする。

改正の内容

注文戸建住宅 賃貸アパート 建売戸建住宅

目標年度 2024年度 2024年度 2020年度

外皮基準
各年度に供給する全ての
住宅が省エネ基準に適合

各年度に供給する全ての
住宅が省エネ基準に適合

各年度に供給する全ての
住宅が省エネ基準に適合

一次エネ基準※１

各年度に供給する全ての
住宅の平均で省エネ基準
▲25%(▲20%)※２に適合

各年度に供給する全ての
住宅の平均で省エネ基準

▲10%に適合

各年度に供給する全ての
住宅の平均で省エネ基準

▲15%に適合

対象となる事業者
年間300戸以上
供給する事業者

年間1,000戸以上
供給する事業者

年間150戸以上
供給する事業者

トップランナー基準の設定
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参照条文（住宅トップランナー制度関連①（分譲戸建））

（特定建築主の努力）

第二十八条 特定建築主（自らが定めた一戸建ての住宅の構造及び設備に関する規格に基づき一戸建ての住宅を新築し、これを
分譲することを業として行う建築主であって、その新築する当該規格に基づく一戸建ての住宅（以下「分譲型一戸建て規格
住宅」という。）の戸数が政令で定める数以上であるものをいう。以下同じ。）は、第六条に定めるもののほか、その新築
する分譲型一戸建て規格住宅を次条第一項に規定する基準に適合させるよう努めなければならない。

（分譲型一戸建て規格住宅のエネルギー消費性能の向上に関する基準）

第二十九条 経済産業大臣及び国土交通大臣は、経済産業省令・国土交通省令で、特定建築主の新築する分譲型一戸建て規格住
宅のエネルギー消費性能の一層の向上のために必要な住宅の構造及び設備に関する基準を定めなければならない。

２ 前項に規定する基準は、特定建築主の新築する分譲型一戸建て規格住宅のうちエネルギー消費性能が最も優れているものの
当該エネルギー消費性能、分譲型一戸建て規格住宅に関する技術開発の将来の見通しその他の事情を勘案して、建築物エネ
ルギー消費性能基準に必要な事項を付加して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。

（特定建築主に対する勧告及び命令等）

第三十条 国土交通大臣は、特定建築主の新築する分譲型一戸建て規格住宅につき、前条第一項に規定する基準に照らしてエネ
ルギー消費性能の向上を相当程度行う必要があると認めるときは、当該特定建築主に対し、その目標を示して、その新築す
る分譲型一戸建て規格住宅のエネルギー消費性能の向上を図るべき旨の勧告をすることができる。

２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定建築主がその勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。
３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定建築主が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合におい

て、前条第一項に規定する基準に照らして特定建築主が行うべきその新築する分譲型一戸建て規格住宅のエネルギー消費性
能の向上を著しく害すると認めるときは、社会資本整備審議会の意見を聴いて、当該特定建築主に対し、相当の期限を定め
て、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 国土交通大臣は、前三項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定建築主に対し、その新築す
る分譲型一戸建て規格住宅に係る業務の状況に関し報告させ、又はその職員に、特定建築主の事務所その他の事業場若しく
は特定建築主の新築する分譲型一戸建て規格住宅若しくはその工事現場に立ち入り、特定建築主の新築する分譲型一戸建て
規格住宅、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

５ 略

２０２０年度分 報告対象
２０２０年度分
報告徴収

●

２０２０年度分 報告対象
２０２０年度分
報告徴収

●

○ 年 月より、住宅トップランナー制度の拡大措置（新たに注文戸建住宅及び賃貸アパートが対象に追加）が施行。

○ 対象事業者は、 年度内に供給した注文戸建住宅及び賃貸アパートの戸数や省エネ性能等について集計等を行い、 年年度内に

報告（以降も同様）。

○ 建売戸建住宅は、従来通り、毎年度の集計及び報告を継続（ 年度分の報告対象からは、外皮性能についても報告）。

今後の運用スケジュール

2019.11 2020.04 2021.4 2022.04～

２０２０年度 ２０２１年度

注文
戸建住宅

２０２０年度分 報告対象
２０２０年度分
報告徴収

●

２０２１年度分 報告対象

２０２１年度分
報告徴収

●

賃貸
アパート

建売
戸建住宅

２０１８年度分
報告徴収

●

２０１９年度分 報告対象

２０１９年度分
報告徴収

●

注文戸建住宅及び賃貸アパート
●トップランナー制度

6ヶ月以内施行
２０２２年度以降も同様

２０２１年度分 報告対象

２０２１年度分
報告徴収

●

２０２１年度分 報告対象

２０２１年度分
報告徴収

●
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Ｑ：一次エネルギー消費量基準の削減水準である▲ ％、▲ ％、▲ ％、▲ ％は、何をもって判断するのか。

Ａ：特定建築主が、各年度に新築する分譲型一戸建て規格住宅に係る設計一次エネルギー消費量の合計が、特定

建築主基準一次エネルギー消費量の合計を超えていないか、又は特定建設工事業者が、各年度に新たに建設

する請負型規格住宅に係る設計一次エネルギー消費量の合計が、特定建設工事業者基準一次エネルギー消

費量の合計を超えていないかで判断されます。

Ｑ：対象となる事業者の年間供給戸数への該当は、注文戸建、賃貸アパート等の住宅種別毎に判断するのか。

例えば、注文戸建住宅 戸 年、賃貸アパート 戸 年の事業者の場合は該当するのか。

Ａ：対象となる事業者の年間供給戸数への該当は、注文戸建、賃貸アパート等の住宅種別毎に判断します。

例の場合では、注文戸建住宅、賃貸アパートのいずれも、住宅トップランナー制度の対象外となります。

（賃貸用の戸建住宅を事業者が請け負う場合、当該戸建住宅は注文戸建住宅の数に含みます。）

ＱＡ（住宅トップランナー制度関連）

Ｑ：「請負型規格住宅」の定義とはなにか。

Ａ：自らが定めた住宅に構造・設備に関する規格に基づき住宅を新たに建設する工事を業として請け負う事業者が、

その規格に基づき新たに建設する住宅を指します。そのため、分譲住宅のような請負契約によらない住宅や外皮や

設備の仕様について、予め自ら定めた仕様やリストの中から選択するのではなく、建設する住宅ごとにゼロから検

討する住宅は、「請負型規格住宅」には該当しません。

※住宅トップランナー制度への対象有無が不明瞭な場合は、国土交通省までお問合せください

参照条文（住宅トップランナー制度関連②（注文住宅、賃貸アパート））

（特定建設工事業者の努力）
第三十一条 特定建設工事業者（自らが定めた住宅の構造及び設備に関する規格に基づき住宅を新たに建設する工事を業とし

て請け負う者であって、その新たに建設する当該規格に基づく住宅（以下「請負型規格住宅」という。）の戸数が政令で定
める住宅の区分（第三十三条第一項において「住宅区分」という。）ごとに政令で定める数以上であるものをいう【政令で
一戸建ての住宅については 戸、長屋又は共同住宅については 戸と規定】。以下同じ。）は、その新たに建設する請
負型規格住宅を次条第一項に規定する基準に適合させるよう努めなければならない。

（請負型規格住宅のエネルギー消費性能の向上に関する基準）
第三十二条 経済産業大臣及び国土交通大臣は、経済産業省令・国土交通省令で、特定建設工事業者の新たに建設する請負型

規格住宅のエネルギー消費性能の一層の向上のために必要な住宅の構造及び設備に関する基準を定めなければならない。
２ 前項に規定する基準は、特定建設工事業者の新たに建設する請負型規格住宅のうちエネルギー消費性能が最も優れている

ものの当該エネルギー消費性能、請負型規格住宅に関する技術開発の将来の見通しその他の事情を勘案して、建築物エネル
ギー消費性能基準に必要な事項を付加して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。

（特定建設工事業者に対する勧告及び命令等）
第三十三条 国土交通大臣は、特定建設工事業者の新たに建設する請負型規格住宅（その戸数が第三十一条の政令で定める数

未満となる住宅区分に係るものを除く。以下この条において同じ。）につき、前条第一項に規定する基準に照らしてエネル
ギー消費性能の向上を相当程度行う必要があると認めるときは、当該特定建設工事業者に対し、その目標を示して、その新
たに建設する請負型規格住宅のエネルギー消費性能の向上を図るべき旨の勧告をすることができる。

２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定建設工事業者がその勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができ
る。

３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定建設工事業者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場
合において、前条第一項に規定する基準に照らして特定建設工事業者が行うべきその新たに建設する請負型規格住宅のエネ
ルギー消費性能の向上を著しく害すると認めるときは、社会資本整備審議会の意見を聴いて、当該特定建設工事業者に対し
、相当の期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

４ 国土交通大臣は、前三項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定建設工事業者に対し、そ
の新たに建設する請負型規格住宅に係る業務の状況に関し報告させ、又はその職員に、特定建設工事業者の事務所その他の
事業場若しくは特定建設工事業者の新たに建設する請負型規格住宅若しくはその工事現場に立ち入り、特定建設工事業者の
新たに建設する請負型規格住宅、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

５ 略

青字：今般の改正の要点
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目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度

＜ か月以内施行関連＞

改正建築物省エネ法の施行に伴う関係政令の整備等について

②住宅トップランナー制度の対象拡大（注文戸建住宅、賃貸アパートの対象追加）

位置づけ 内容 施行予定日

拡充対象の区分・戸数・基準関連

政令 ○対象となる請負型規格住宅の区分及び戸数を規定 ：
①一戸建て住宅 年間300戸以上
②長屋又は共同住宅 年間1000戸以上
※現状は 分譲型一戸建て住宅 年間150戸以上 のみ対象

2019年11月16日

基準省令 ○請負型規格住宅の住宅トップランナー基準を規定 ：
①令和６年以降に新たに建設する一戸建て住宅
（外皮基準） 全住宅が省エネ基準に適合
（一次エネ基準） 全住宅の平均で省エネ基準▲20％
※経産大臣・国交大臣が定める年度以降は▲25％

②令和６年以降に新たに建設する長屋又は共同住宅
（外皮基準） 全住宅が省エネ基準に適合
（一次エネ基準） 全住宅の平均で省エネ基準▲10％

※現状の 令和2年度以降に新築する分譲型一戸建て住宅 における現行の目標年度・水準は
外皮基準：全住宅が省エネ基準に適合、一次エネ基準：全住宅の平均で省エネ基準▲15％ で据え置き

2019年11月16日

報告・立入検査関連

政令 ○報告事項 ： 新たに建設した請負型規格住宅の戸数、
エネルギー消費性能及びその向上に関する事項
※現状の 分譲型一戸建て住宅 における報告内容と同様

○国土交通大臣の立入検査権限を規定

2019年11月16日

施行規則 ○立入検査を行う職員の身分を示す証明書の様式を規定 2019年11月16日



○複数の建築物における省エネ性能を評価する場合は、ＷＥＢ

プログラム（標準入力法）を用いて計算する。

具体的には、複数建築物を１棟とみなして、ＷＥＢプログラムに

全ての室における床面積等の室仕様や設備機器等の性能値

を入力・計算し、各建築物のＢＥＩ、ＢＰＩを出力する。

計算イメージ

【建物概要】 【入力】 【計算】 【計算結果】

申請建築物（上図Ａ棟）に自他供給型熱源

機器※を設置し、発生した熱・電気を他の

建築物へ融通

全ての建築物を１棟とみなし、

ＷＥＢプログラムへ全ての室における

床面積等の室仕様や設備機器等の

性能値を入力する

※入力条件等、詳細については、入力マニュアルを参照
（建築研究所ホームページに 月掲載予定）

各建築物のＢＥＩ、ＢＰＩを出力する

ＢＥＩ
ＢＰＩ

ＢＥＩ
ＢＰＩ

ＢＥＩ
ＢＰＩ

Ｗ
Ｅ
Ｂ
プ
ロ
グ
ラ
ム

省エネ性能に係る認定基準

各建築物が、誘導基準に適合していること 等

（標準入力法）

評価方法

複数建築物の性能向上計画認定における省エネ性能の評価方法

○本認定制度において、申請建築物から熱や電気の供給を受

ける他の建築物の省エネ性能を評価する場合、申請建築物

から供給される熱や電力は、「他人から供給された熱」とは扱

わず、申請建築物に設置された熱源・電源機器の性能に応じ

て評価する。

省エネ性能の計算方法申請建築物から供給される熱や電気における
一次エネルギー換算係数の取扱い

棟
棟 棟

申請建築物 他の建築物

電気
熱

Ａ棟＋Ｂ棟＋Ｃ棟

棟
棟 棟

申請建築物 他の建築物

自他供給型
熱源機器

※自他供給型熱源機器：

ＣＧＳ、ターボ冷凍機、

空冷ヒートポンプチラー、吸収式冷温水発生機、等

申請建築物から供給され
る熱や電気を「他人から供
給された熱」とは扱わず、
複数建築物を１棟とみなし
て計算

各建築物に
エネルギー消費量を分配

〈省エネ設備の例：コージェネレーションシステム（ ）〉

改正の概要

制度概要

○省エネ基準を上回る誘導基準※1に適合している旨の所管行政庁による
認定を受けた住宅・建築物については、省エネ性能向上のための設備
の設置スペースに関し容積率の特例※2が付与される。

○複数の住宅・建築物の連携による省エネ性能向上の取組について、
容積率の特例を拡充する。

※1 住宅：省エネ基準▲ 、建築物：省エネ基準▲
※2 住宅・建築物の延べ面積の１割を上限

発電を行うとともに、発電時に発生する排熱を給湯などに有

効利用することで高い総合効率を実現するシステム

〈複数の住宅・建築物の連携による省エネ性能向上の
取組に係る容積率特例のイメージ〉

○容積率特例は、単棟の住宅・建築物の省エネ性能向上の取組を想定し
ており、複数の住宅・建築物の連携による取組において高効率の省エ
ネ設備が集約設置される住宅・建築物については、容積率特例を十分
に受けられない。

○複数建築物の認定制度に基づく認定を受けている場合には、申請

建築物から熱や電力の供給を受ける建築物の省エネ性能を評価す

るにあたり、申請建築物に設置された個別の熱源・電源の性能に

応じた評価ができることとする。

棟

棟

Ａ
棟

Ｂ
棟

Ｃ
棟

自他供給型
熱源機器

棟

電力 熱

複数建築物の認定制度における認定対象の範囲

棟に省エネ設備を集約す
る場合、 棟・Ｃ棟の省エネ
性能の向上に資する部分に
相当する床面積についても、
棟の容積率に不算入とす
ることが可能

建築物エネルギー消費性能向上計画認定（容積率特例）の対象の拡大

○具体的には、告示第 号別表第１に規定している「エネル
ギー量を熱量に換算する係数」について、認定を受けた計画
に記載されている建築物から当該計画に記載されている他の
建築物に供給される熱の場合、「他人から供給された熱」
（ ）の対象から除くよう改正

※（既存の）性能向上計画認定制度の手続き・運用の詳細等については、「建築物省エネ法に係る性能向上計画認定、表示制度の手引き」（IBECのホームページに掲載）を
ご参照ください。（URL）http://ibec.or.jp/seminar/sem_kst.html
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熱源機
電気
設備

系統電力

都市ガス

熱電気

気象条件や
エネルギー使用状況等の情報

エネルギー供給の最適制御

エネルギーセンター

ＣＧＳ等

エネルギーマネジメントシステム

複数の住宅・建築物で連携した取組に係るエネルギー消費性能向上計画認定を受けているプロジェクト
（エネルギーマネジメントシステムを導入しているものに限る）を民間等から募り、支援を行う

街区全体として高い省エネ性能を実現し、当該技術の普及啓発に寄与することを期待

【街区全体として高い省エネ性能を実現するプロジェクトのイメージ】

：
コージェネレーションシステム

＜対象とするプロジェクトの要件＞

○建築物省エネ法に基づく複数の住宅・建
築物で連携した取組に係るエネルギー消
費性能向上計画認定を受けていること

○複数の住宅・建築物へのエネルギー供給
を最適化するエネルギーマネジメントシス
テムを導入すること 等

＜補助対象＞
○複数の住宅・建築物にエネルギーを供給
するための省エネ設備（コージェネレー
ションシステム等）の整備費

○エネルギーマネジメントシステムの整備費
等

＜補 助 率＞ 補助対象工事の１／２

＜限 度 額＞ １プロジェクトあたり５億円

【概要と目的】

令和元年度予算額：環境・ストック活用推進事業 億円の内数

※令和元年度11月頃公募予定

関連予算：省エネ街区形成事業

申請に必要な書類

棟
棟 棟

申請建築物 他の建築物 他の建築物

法定
様式

添付
書類

建築の
概要に
関する図
書

設計内容説明書

付近見取図、配置図

仕様書（仕上げ表含む）

各階平面図、床面積求積
図、用途別床面積表

建築設
備に関す
る図書

機器表

仕様書、系統図、各階平面
図、制御図

その他、行政庁が必要と認める図書

第１面 鏡

第２面 建築主等に関する事項

第３面 建築物に関する事項

第４面 付近見取図・配置図

第５面 住戸に関する事項

第６面 資金計画等

第７面 建築主の同意書

第２面 建築主等に関する事項

第３面 建築物に関する事項

第４面 付近見取図・配置図

第５面 住戸に関する事項

第７面 建築主の同意書

第２面 建築主等に関する事項

第３面 建築物に関する事項

第４面 付近見取図・配置図

第５面 住戸に関する事項

第７面 建築主の同意書

建築の
概要に
関する図
書

設計内容説明書

付近見取図、配置図

仕様書（仕上げ表含む）

各階平面図、床面積求積
図、用途別床面積表

建築設
備に関す
る図書

機器表

仕様書、系統図、各階平面
図、制御図

その他、行政庁が必要と認める図書

建築の
概要に
関する図
書

設計内容説明書

付近見取図、配置図

仕様書（仕上げ表含む）

各階平面図、床面積求積
図、用途別床面積表

建築設
備に関す
る図書

機器表

仕様書、系統図、各階平面
図、制御図

その他、行政庁が必要と認める図書

申請建築物に設置される自他供給熱源機器等から他の建築物に熱又は電気を供給するために必要な導管等の配置図

※黄色着色部分：複数建物による認定の場合に追加的に必要となる図書
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参照条文（性能向上計画認定制度関連②）

（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定基準等）
第三十五条 所管行政庁は、前条第一項の規定による認定の申請があった場合において、当該申請に係る建築物エネルギー消費

性能向上計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすることができる。
一 申請建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能誘導基準（建築物エネルギー消費性能基準を超え、かつ

、建築物のエネルギー消費性能の向上の一層の促進のために誘導すべき経済産業省令・国土交通省令で定める基準をいう
。第四号及び第四十条第一項において同じ。）に適合するものであること。

二 建築物エネルギー消費性能向上計画に記載された事項が基本方針に照らして適切なものであること。
三 前条第二項第三号の資金計画がエネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等を確実に遂行するため適切なもので

あること。
四 建築物エネルギー消費性能向上計画に前条第三項各号に掲げる事項が記載されている場合にあっては、当該建築物エネ

ルギー消費性能向上計画に係る他の建築物のエネルギー消費性能が建築物エネルギー消費性能誘導基準に適合するもので
あること。

２～９ 略

（建築物エネルギー消費性能向上計画の変更）
第三十六条 前条第一項の認定を受けた者（以下「認定建築主」という。）は、当該認定を受けた建築物エネルギー消費性能向

上計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、国土交通省令で定めるところにより、所
管行政庁の認定を受けなければならない。

２ 前条の規定は、前項の認定について準用する。

青字：今般の改正の要点

参照条文（性能向上計画認定制度関連①）

（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定）

第三十四条 建築主等は、エネルギー消費性能の向上に資する建築物の新築又はエネルギー消費性能の向上のための建築物の増
築、改築若しくは修繕等（以下「エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等」という。）をしようとするときは、国
土交通省令で定めるところにより、エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等に関する計画（以下「建築物エネルギ
ー消費性能向上計画」という。）を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。

２ 建築物エネルギー消費性能向上計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一 建築物の位置
二 建築物の延べ面積、構造、設備及び用途並びに敷地面積
三 エネルギー消費性能の向上のための建築物の新築等に係る資金計画
四 その他国土交通省令で定める事項

３ 建築主等は、第一項の規定による認定の申請に係る建築物（以下「申請建築物」という。）以外の建築物（以下「他の建築
物」という。）のエネルギー消費性能の向上にも資するよう、当該申請建築物に自他供給型熱源機器等（申請建築物及び他の
建築物に熱又は電気を供給するための熱源機器等（熱源機器、発電機その他の熱又は電気を発生させ、これを建築物に供給す
るための国土交通省令で定める機器であって空気調和設備等を構成するものをいう。以下この項において同じ。）をいう。）
を設置しようとするとき（当該他の建築物に熱源機器等（エネルギー消費性能に及ぼす影響が少ないものとして国土交通省令
で定めるものを除く。）が設置されているとき又は設置されることとなるときを除く。）は、建築物エネルギー消費性能向上
計画に、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載することができる。
一 他の建築物の位置
二 他の建築物の延べ面積、構造、設備及び用途並びに敷地面積
三 その他国土交通省令で定める事項

４ 建築主等は、次に掲げる場合においては、第一項の規定による認定の申請をすることができない。
一 当該申請をしようとする建築物エネルギー消費性能向上計画に係る申請建築物が他の建築物エネルギー消費性能向上計

画に他の建築物として記載されているとき。
二 当該申請をしようとする建築物エネルギー消費性能向上計画に係る他の建築物が他の建築物エネルギー消費性能向上計

画に他の建築物として記載されているとき（当該申請をしようとする建築物エネルギー消費性能向上計画に係る申請建築
物が当該他の建築物エネルギー消費性能向上計画に係る申請建築物と同一であるときを除く。）。

青字：今般の改正の要点
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Ｑ：申請する計画が、複数の所管行政庁の管轄区をまたがる場合、

どこに申請すればよいのか。

Ａ：自他供給型熱源機器等を設置する申請建築物の所在地を管轄している

所管行政庁へ申請してください。

Ｑ：申請建築物の自他供給型熱源機器等から熱・電気を供給している建築物のうち、

任意の建築物を除き計画を申請をすることは可能か。

Ａ：申請は可能です。ただし、その場合、計画から除かれた建築物はないものとして省

エネ計算を行うことになるため、過大な熱源機器等を有する計画として計算すること

となるため、誘導基準への適合が難しくなることが考えられます。

自他供給型
熱源機器等申請建築物の所在地を

管轄している所管行政庁
に申請

計画の対象
範囲は任意
に設定可能

ＱＡ（性能向上計画認定制度関連）

申請建築物

他の建築物

Ａ市 市

参照条文（性能向上計画認定制度関連③）

（認定建築主に対する報告の徴収）
第三十七条 略

（認定建築主に対する改善命令）
第三十八条 略

（建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の取消し）
第三十九条 略

（認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の容積率の特例）
第四十条 建築基準法第五十二条第一項～（中略）～並びに第八十六条の六第一項に規定する建築物の容積率（同法第五十九条

第一項、第六十条の二第一項及び第六十八条の九第一項に規定するものについては、これらの規定に規定する建築物の容積率
の最高限度に係る場合に限る。）の算定の基礎となる延べ面積には、同法第五十二条第三項及び第六項に定めるもののほか、
認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物の床面積のうち、建築物エネルギー消費性能誘導基準に適合させるため
の措置をとることにより通常の建築物の床面積を超えることとなる場合における政令で定める床面積は、算入しないものとす
る。

２ 認定建築物エネルギー消費性能向上計画に第三十四条第三項各号に掲げる事項が記載されている場合における前項の規定の
適用については、同項中「建築物の床面積のうち、」とあるのは、「申請建築物の床面積のうち、当該認定建築物エネルギー
消費性能向上計画に係る申請建築物及び他の建築物を」とする。

青字：今般の改正の要点
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参照条文（附則 施行日・経過措置等）

附 則 （令和元年五月一七日法律第四号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に
掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
一 附則第五条の規定 公布の日
二 第二条並びに附則第三条及び第七条の規定 公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日

（経過措置）

第二条 第一条の規定による改正後の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（次項において「新法」という。）第十
九条第四項の規定は、この法律の施行の日（次項において「施行日」という。）から起算して二十一日を経過した日以後にそ
の工事に着手する建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第十九条第一項各号に掲げる行為について適用し、同日前
にその工事に着手する同項各号に掲げる行為については、なお従前の例による。

２ 新法附則第三条第五項の規定は、施行日から起算して二十一日を経過した日以後にその工事に着手する特定増改築（建築物
のエネルギー消費性能の向上に関する法律附則第三条第一項に規定する特定増改築をいい、同法附則第一条第二号に掲げる規
定の施行の際現に存する建築物について行うものに限る。以下この項において同じ。）について適用し、同日前にその工事に
着手する特定増改築については、なお従前の例による。

第三条 第二条の規定による改正後の建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下この条において「第二号新法」と
いう。）第十一条第一項に規定する特定建築行為に該当する行為のうち第二条の規定による改正前の建築物のエネルギー消費
性能の向上に関する法律（以下この条において「第二号旧法」という。）第十一条第一項に規定する特定建築行為に該当しな
いもの（次項において「新特定建築行為」という。）については、第二号新法第三章第一節の規定は、附則第一条第二号に掲
げる規定の施行の日（以下この条において「第二号施行日」という。）以後に建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第
六条第一項若しくは第六条の二第一項の規定による確認の申請又は同法第十八条第二項の規定による通知（次項において「確
認申請等」という。）がされたもの（第二号施行日前に第二号旧法第十九条第一項の規定による届出又は第二号旧法第二十条
第二項の規定による通知（次項において「届出等」という。）がされたものを除く。）について適用する。

２ 第二号施行日前に確認申請等がされた新特定建築行為（第二号施行日前に届出等がされたものを除く。）については、第二
号新法第十九条第一項各号に掲げる行為とみなして、第二号新法第三章第二節の規定（これらの規定に係る罰則を含む。）を
適用する。

３～４ 略
５ 第二号新法第二十七条の規定は、第二号施行日以後に建築士が委託を受けた同条第一項に規定する小規模建築物の建築に係

る設計について適用する。

青字：今般の改正の要点

＜ か月以内施行関連＞

改正建築物省エネ法の施行に伴う関係政令の整備等について

③性能向上計画認定制度の対象拡大（複数建物連携による取組みの対象追加）

位置づけ 内容 施行予定日

容積率特例の対象となる床面積関連

政令 ○容積率特例の対象床面積の上限の考え方を規定 ： 申請建築物及び
他の建築物の延べ面積の合計の10分の１
※現状は 申請建築物の延べ床面積の合計の１０分の１

2019年11月16日

自他供給型熱源機器等の設置関連

施行規則 〇自他供給型熱源機器等となる機器を規定 ： 熱源機器、発電機、
太陽光、風力その他の再生可能エネルギー源から熱又は電気を得るために
用いられる機器

2019年11月16日

〇他の建築物に設置できる省エネ性能に及ぼす影響が少ない熱源機器等を規定 ：
一の居室のみに係る空気調和設備等を構成する熱源機器等、
申請建築物から他の建築物に供給される熱・電気の供給量を超えない範囲内
の熱・電気を発生させ供給する熱源機器等

〇自他供給型熱源機器等を設置する際に計画に記載可能な事項を規定 ：
自他供給型熱源機器等から他の建築物に熱・電気を供給するために必要な導
管の配置等

〇認定申請時に提出する図書 ： 上記導管の配置の状況を記載した図面、
他の建築物が熱・電気の供給を受けることに関する当該他の建築物の建築主
等の同意を証する書面

告示 〇「他人から供給された熱」に適用される熱量換算時の割り増し係数（１．３６）の
適用範囲を見直し ： 認定を受けた性能向上計画に記載された建築物間で供
給される熱を適用対象外とする

2019年11月16日
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目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度

その他省エネ基準の合理化等
・気候風土適応住宅に対する省エネ基準の合理化 公布 施行

・８地域の外皮基準の見直し 公布 施行

・地域区分の見直し 公布・施行 経過措置 完全施行

改正法の公布・施行スケジュール（詳細）

適合義務制度の対象拡大 公布 施行

説明義務制度の創設 公布 施行

・戸建住宅の簡易な評価方法の追加 公布 公開（試行版） 公開（正式版）

・小規模建築物の簡易な評価方法の追加 公布 公開（試行版） 公開（正式版）

住宅トップランナー制度 公布 施行

・建売戸建住宅の基準 ※現行制度におい
て既に基準あり 年度分の報告 年度分の報告

・注文戸建住宅・賃貸アパートの基準 公布・施行 年度分の報告

複数棟に対する性能向上計画認定制度 公布 施行
・他の建築物から供給される熱等の評価の合理化 公布・施行

届出制度に係る審査手続の合理化 公布 施行

・住棟平均による外皮性能の評価方法の追加 公布・施行

・共用部を除いた住棟の評価方法の追加 公布・施行

・共同住宅の簡易な評価方法の追加 公布 公開
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省エネ基準に基づく評価方法の概要 （共同住宅）

外
皮
性
能

部位ごとの
面積

構造熱橋部の
収まり・長さ
造 造の場合

部位ごとの
熱性能

計算ツール

標準計算

各住戸の部位ごとの面積を
拾い出す

住戸ごとに熱橋形状に応じた
線熱貫流率の値と長さを

拾い出す

断面の各層の部材の
物性値等で計算

等

仕様基準

拾い出さない

拾い出さない

住戸ごとに仕様基準への
適合確認

―

評価単位

計算結果

外皮平均熱貫流率
平均日射熱取得率

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能

設備ごとの
性能・仕様

計算ツール

標準計算

各住戸に設置する設備の
性能や仕様を入力

エネルギー消費性能
計算プログラム（住宅版）
※共用部は非住宅版で計算

仕様基準

住戸ごとに仕様基準への
適合確認

―

フロア入力法

各階の住戸部分全体の
寸法等を拾い出す

断面の各層の部材の
物性値等で計算

プログラム（準備中）

外皮平均熱貫流率
平均日射熱取得率

フロア入力法
各階を代表する

住戸に設置する設備の
性能や仕様を入力

プログラム（準備中）

住戸

住戸

住棟

住棟

住戸

性能値がでない

省エネ基準・誘導基準・トップランナー基準の水準（住宅）

省エネ基準
（届出義務制度、
説明義務制度）

誘導基準
（性能向上計画

認定制度）

トップランナー基準
（住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度）

一次エネ基準
省エネ基準±
（＋ ）

省エネ基準▲
（± ）

建売戸建住宅 省エネ基準▲
年度～

注文住宅 省エネ基準▲
年度～

賃貸アパート 省エネ基準▲
年度～

※経産大臣・国交大臣が定める年度以降は▲ ％

外皮基準
外皮平均熱貫流率

冷房期の平均日射熱取得率 η

適用
（－）

地域の区分
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

住戸単位で基準への適否を
判断する場合

（戸建住宅・共同住宅等）

外皮平均熱貫流率
㎡ （ 値） ―

冷房期の平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ―

住棟単位で基準への適否を
判断する場合

（共同住宅等）

住棟単位外皮平均熱貫流率
㎡ （ 値） ―

住棟単位冷房期平均日射熱取得率
（η 値） ― ― ― ―

括弧内は、建築物省エネ法施行の際、現に存する建築物に適用される水準

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令 第一条第一項第二号
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目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度

戸単位の計算方法 フロア単位の計算方法（フロア入力法）（①Ｂ）

外皮基準 一次エネ基準 外皮基準 一次エネ基準

計算単位 住戸ごと
住戸ごと フロアごと

共用部分（②任意※） － 共用部分（②任意※）

評価単位
及び

基準値（６地域の場合）
・外皮基準：ＵＡ値 [W/m2K]
・一次エネ基準：BEI [－]

住戸単位
住棟単位
（①Ａ）

住棟単位
（計算単位毎の評価を合算して

住棟全体として評価）

住棟単位
（計算単位毎の評価を合算して

住棟全体として評価）

0.87 0.75
1.0

（基準一次エネ算出に
用いるUA値は0.75）

0.75
1.0

（基準一次エネ算出に
用いるUA値は0.75）

○ 申請側・審査側双方の負担を軽減するため、現行の評価方法に加えて、Ａ：外皮基準について住棟全体（全住戸の平均）

での評価を導入するとともに、共同住宅の評価を簡易に行う方法として、Ｂ：各フロアの基本情報（高さ、階数、各フロアの
住戸面積・住戸数・建材の仕様・設備の仕様等）等を元に各住戸を単純化した上で住棟全体の省エネ性能を評価できる
簡易な計算方法を導入する。（下記表の黄色塗部分。）

①住棟全体での省エネ性能の評価方法の導入

改正の内容

○ 一次エネ基準については、共用部分において基準を満たしていないケースがほとんどなく、共用部分の省エネ性
能により住棟全体として基準に不適合となるケースはほとんどないことから、一次エネ基準の評価にあたり共用部
分を評価しなくても良いこととする。（下記表の赤字部分。）

②共用部の省エネ性能の評価方法の合理化

共同住宅の省エネ性能評価方法の簡素化

※共用部分については、今回の改正により、一次エネルギー消費量計算の対象外としても良いこととする（②）。

※黄色着色部分：今回追加される計算方法
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省エネ基準に基づく評価方法の概要 （非住宅）

外
皮
性
能

外皮
面積

部位ごとの
熱性能

計算ツール

計算結果

標準入力法

各部位を拾い出す

各部位の断面を構成する
建材の物性値等をすべて入

力して計算

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

モデル建物法
（ 未満に限る）

拾い出さない
（床面積に応じて設定）

各部位の主な断熱材と開
口部の仕様を選択

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

―

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能

設備ごとの
性能・仕様

計算ツール

標準入力法

各室ごとに設置するすべての
設備の性能・仕様等を入力

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

モデル建物法
（ 未満に限る）

設置する主な設備の
種類・仕様を選択

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

モデル建物法

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

モデル建物法

設置するすべての設備の
性能・仕様等を入力

エネルギー消費性能計算
プログラム（非住宅版）

計算結果

各部位を拾い出す

各部位のすべての断熱材と
開口部の熱貫流率を入力

して計算

省エネ基準・誘導基準の水準（非住宅）

省エネ基準
（適合義務制度、説明義務制度）

誘導基準
（性能向上計画認定制度）

一次エネ基準
省エネ基準±

（＋ ）
省エネ基準▲

（± ）

外皮基準
ﾍﾟﾘﾒｰﾀｿﾞｰﾝの年間熱負荷係数

－
適用
（－）

用途
地域の区分

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
事務所等

ホテル等
客室部
宴会場部

病院等
病室部
非病室部

百貨店等
学校等
飲食店等

集会所等
図書館等
体育館等
映画館等

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令 別表（第十条関係）

㎡年

非住宅部分の屋内周囲空間※の年間熱負荷
を当該空間の床面積で割った値（ ）に
ついて、表中の用途・地域区分に応じた数値
以下となること
※各階の外気に接する壁の中心線から水平距離が５ｍ以内
の屋内の空間屋根の直下階の屋内の空間及び外気に接す
る床の直上の屋内の空間

括弧内は、建築物省エネ法施行の際、現に存する建築物に適用される水準
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目次

２章関連
２① 説明義務制度関連 詳細
２② 適合義務制度関連 詳細
２③ 届出義務制度関連 詳細
２④ 住宅トップランナー制度の拡充関連
２⑤ 性能向上計画認定制度の拡充関連（複数建築物連携）

３章関連
３① 住宅の省エネ基準と計算方法
３② 非住宅の省エネ基準と計算方法

４章関連
非住宅の省エネ化に関する支援制度

※1：共同住宅等の一次エネの算出にあたっては、住宅部分の設計一次ｴﾈ消費量、基準一次ｴﾈ消費量（又は誘導基準一次ｴﾈ消費量、特定建設工事業者基準一次ｴﾈ消費量）の算出において、共用部分（住宅部分のうち単位住戸以外の部分をい
う。）を評価しない方法が可能（2019.11施行）。

※2：共用部分を計算しない評価方法の追加に伴い、「住宅部分の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止に関する基準及び一次エネルギー消費量に関する基準を定める件（平成28年国土交通省告示第266号。上表において「仕様基準」という。）」
2(2)を削除予定。

凡例 _●：使用可能 △：複合建築物の場合に評価可能 －：使用不可 赤字：新たに追加する評価方法等

計算方法・ﾂｰﾙの通称
運用開始
予定

建築物省エネ法 エコまち法 品確法

適合義務
届出義務
説明義務

住宅ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 向上計画認定 表示認定 低炭素認定 性能評価

非
住
宅
建
築
物

外皮
標準計算 標準入力法 《ＢＰＩ》 公開済み ● ●

簡易計算 ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＰＩｍ》 公開済み ● ●

一次
エネ

標準計算 標準入力法 《ＢＥＩ》 公開済み ● ● ● ● ●

簡易計算

ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＥＩｍ》 公開済み ● ● ● ● ●

小規模ﾓﾃﾞﾙ建物法 《ＢＥＩ 》
㎡未満限定

● － ● －

戸
建
住
宅

外皮

標準計算 外皮計算用Ｅｘｃｅｌ 公開済み △ ● ● ● ● ● ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

一次
エネ

標準計算 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 公開済み △ ● ● ● ● ● ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

外皮・一
次ｴﾈ

簡易計算
ﾓﾃﾞﾙ住宅法
《簡易計算ｼｰﾄ》

△ ● － － ● － －

共
同
住
宅
等

外皮

標準計算

【住戸評価】（各住戸）
外皮計算用Ｅｘｃｅｌ

公開済み △ ● ● ● ● ● ●

【住棟評価】（全住戸平均）
外皮計算用Ｅｘｃｅｌ

△ ● ● ● ● － －

仕様確認 仕様基準 公開済み △ ● － － ● －
●

（等級４のみ）

一次
エネ

標準計算 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 公開済み △※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●※1 ●

仕様確認 仕様基準 公開済み △※2 ●※2 － － ●※2 －
●

（等級４のみ）

外皮・一
次ｴﾈ

簡易計算 ﾌﾛｱ入力法 △※1 ●※1 － － ●※1 － －

各制度において使用可能な計算方法・ツール
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省エネ・省ＣＯ２技術による低炭素化、健康、災害時の継続性、少子化対策等に係る住宅・建築物のリーディングプロジェクトを広
く民間等から提案を募り、支援を行うことにより、総合的な観点からサステナブルな社会の形成を図る。

リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施

事業の成果等を広く公表することで、取り組みの広がりや意識啓発に寄与

＜補助率＞ １／２

＜限度額＞原則5億円等

ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ建築物等先導事業（省 先導型）

省CO2技術の効率的な利用により、省CO2性能を向上する

健康 少子化 災害時の継続性

省エネ・省ＣＯ２の実現性に優れたリーディングプロジェクトのイメージ

省エネ・省 技術

帰宅困難者
受け入れゾーン

地中熱

エネルギー
ディスプレイ

隣接する建築物

■個々の建築物で既に導入されてい
る技術であるBEMSやコージェネ
レーションを建物間で融通し、電
力・熱の融通を実現

■一括受電設備・非常用発
電機能付きコージェネ

■地中熱等、複数の熱源
群の最適制御

■ ・ の拠点の整備

電力・熱の融通

先導技術を導入した大規模ビル

■地域木材

■太陽光発電パネル
＋太陽熱給湯集熱パネル

■LED照明の
多灯分散配置

■日射を遮蔽する
木製ルーバー

■高効率給湯器・
燃料電池

ＬＣＣＭ住宅

令和元年度予算額
環境・ｽﾄｯｸ活用推進事業 99.83億円の内数

非住宅の省エネ化に対する主な支援措置（令和元年度予算等）

支援措置の名称 予算額 支援対象 主な補助率・補助額等

サステナブル建築物等
先導事業（省 先導型）

99.8億円
の内数

先導性の高い省エネ化に取り組む
建築物の新築

補助率：１／２
限度額：5億円／プロジェクト

省エネ街区形成事業
【令和元年度より開始】

99.8億円
の内数

複数建物の連携により街区全体として
高い省エネ性能を実現するプロジェクト

補助率：１／２
限度額：5億円／プロジェクト

＜新築建築物を対象とする支援事業＞

※住宅事業や
改修事業も対象

※住宅事業や
改修事業も対象

補助

補助

支援措置の名称 予算額 支援対象 主な補助率・補助額等

既存建築物
省エネ化推進事業

99.8億円
の内数

20%以上の省エネ効果が見込まれる
既存建築物の省エネ改修工事等

補助率：１／３
限度額：5,000万円／プロジェクト

＜建築物の改修を対象とする支援事業＞

補助
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建築物ストックの省エネ改修等を促進するため、民間等が行う省エネ改修工事・バリアフリー改修工事に対し、改修後

の省エネ性能を表示をすることを要件に、国が事業の実施に要する費用の一部を支援する。

【補助対象費用】
1) 省エネ改修工事に要する費用
2) エネルギー計測等に要する費用
3) バリアフリー改修工事に要する費用（省エネ改修工事と併せて
バリアフリー改修工事を行う場合に限る ）

4)省エネ性能の表示に要する費用
【補助率・上限】
・補助率：1/3、 定額（ の事業で特に波及効果の高いもの）
・上限
＜建築物＞
5,000万円／件（設備部分は2,500万円）
※ バリアフリー改修を行う場合にあっては、バリアフリー改修を行う費用

として2,500万円を加算
（ただし、バリアフリー改修部分は省エネ改修の額以下とする。）

＜支援対象のイメージ＞

○ 躯体の省エネ改修
・ 天井、外壁等（断熱） ・ 開口部（複層ガラス、二重サッシ等） 等

○ 高効率設備への改修
・ 空調、換気、給湯、照明 等

○ バリアフリー改修
・ 廊下等の拡幅、手すりの設置、段差の解消 等

○ 省エネ性能の表示

＜省エネ改修例＞

既存建築物省エネ化推進事業

断熱材
（例：グラスウール）

窓サッシ・
窓ガラス（例：複層ガラス）

庇やルーバーの設置省エネ性能の表示

高効率空調設備

令和元年度予算額： 環境・ストック活用推進事業 億円の内数

【事業の要件】
A 以下の要件を満たす、建築物の改修工事
①躯体（壁・天井等）の省エネ改修を伴うものであること
②改修前と比較して20%以上の省エネ効果が見込まれること
（ただし、外皮改修面積割合が２０％を超える場合は15%以上）
③改修後に一定の省エネ性能に関する基準を満たすこと
④省エネ性能を表示すること
⑤事例集への情報提供に協力すること

B 300㎡以上の既存住宅・建築物における省エネ性能の診断・表示

省エネ街区形成事業 （再掲）

熱源機
電気
設備

系統電力

都市ガス

熱電気

気象条件や
エネルギー使用状況等の情報

エネルギー供給の最適制御

エネルギーセンター

ＣＧＳ等

エネルギーマネジメントシステム

複数の住宅・建築物で連携した取組に係るエネルギー消費性能向上計画認定を受けているプロジェクト
（エネルギーマネジメントシステムを導入しているものに限る）を民間等から募り、支援を行う

街区全体として高い省エネ性能を実現し、当該技術の普及啓発に寄与することを期待

【街区全体として高い省エネ性能を実現するプロジェクトのイメージ】

：
コージェネレーションシステム

＜対象とするプロジェクトの要件＞

○建築物省エネ法に基づく複数の住宅・建
築物で連携した取組に係るエネルギー消
費性能向上計画認定を受けていること

○複数の住宅・建築物へのエネルギー供給
を最適化するエネルギーマネジメントシス
テムを導入すること 等

＜補助対象＞
○複数の住宅・建築物にエネルギーを供給
するための省エネ設備（コージェネレー
ションシステム等）の整備費

○エネルギーマネジメントシステムの整備費
等

＜補 助 率＞ 補助対象工事の１／２

＜限 度 額＞ １プロジェクトあたり５億円

【概要と目的】

令和元年度予算額：環境・ストック活用推進事業 億円の内数

※令和元年度11月頃公募予定
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主な補助事業の種類と公募スケジュール

事業名称 第１回募集 第２回募集

サステナブル
建築物先導事業

省 先導型 ～ ～

気候風土適応型 ～ ～

木造先導型 ～ ～

次世代住宅型 ～ ～

既存建築物
省エネ化推進事業

建築物の改修工事 ～ ～

省エネルギー性能の
診断・表示

～ －

省エネ街区形成事業 月頃を予定 －

（参考） 他省庁実施の に係る補助事業については、以下のサイトをご確認ください。

平成 年度の経済産業省と環境省の 補助金について（経済産業省・環境省）

集合住宅（低層・中層）における低炭素化（ＺＥＨ－Ｍ化促進事業について（環境省）
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